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雇用管理上の措置義務 法制化した年

セクシュア
ルハラスメ
ント

○ 男女雇用機会均等法
第11条 事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働

条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者から

の相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

平成９年改正：

事業主の配慮義務

↓

平成18年改正：

事業主の措置義務

妊娠・出産
等に関する
ハラスメン
ト

○ 男女雇用機会均等法
第15条 事業主は、職場において行われるその雇用する女性労働者に対する当該女性労働者が妊娠したこと、出産したこ

と、労働基準法第65条第１項の規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条第２項の規定による休業をしたことそ

の他の妊娠又は出産に関する事由であつて厚生労働省令で定めるものに関する言動により当該女性労働者の就業環境

が害されることのないよう、当該女性労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管

理上必要な措置を講じなければならない。

平成28年改正：

事業主の措置義務

育児・介護
休業等に
関するハラ
スメント

○ 育児・介護休業法
第25条 事業主は、職場において行われるその雇用する労働者に対する育児休業、介護休業その他の子の養育又は家族

の介護に関する厚生労働省令で定める制度又は措置の利用に関する言動により当該労働者の就業環境が害されること

のないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を

講じなければならない。

平成28年改正：

事業主の措置義務

パワーハラ
スメント

○ 労働施策総合推進法
第31条 事業主は、職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものによりその雇用する労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

令和元年改正：

事業主の措置義務

カスタマー
ハラスメン
ト

○ 労働施策総合推進法
第33条 事業主は、職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事業に関係を

有する者（次条第五項において「顧客等」という。）の言動であつて、その雇用する労働者が従事する業務の性質その他

の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該

労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければなら

ない。

令和７年改正：

事業主の措置義務

（令和８年10月１

日施行）

求職者等
に対するセ
クシュアル
ハラスメン
ト

○ 男女雇用機会均等法
第13条 事業主は、求職者その他これに類する者として厚生労働省令で定めるもの（以下この項及び次項並びに次条に

おいて「求職者等」という。）によるその求職活動その他求職者等の職業の選択に資する活動（以下この項及び同条第

一項において「求職活動等」という。）において行われる当該事業主が雇用する労働者による性的な言動により当該求職

者等の求職活動等が阻害されることのないよう、当該求職者等からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整

備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

令和７年改正：

事業主の措置義務

（令和８年10月１

日施行）

我が国のハラスメント法制



ハラスメントとは何か 具体例 （パワーハラスメント）
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パワーハラスメントとは、職場において行われる
①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者の就
業環境が害されるものであり、①～③までの要素を全てみたすもの。

→ 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導については、該当しない。



ハラスメントとは何か 具体例
（セクシュアルハラスメント、 妊娠・出産・育児・介護休業等に関するハラスメント）
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ハラスメントとは何か

6

「職場」とは

事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指し、労働者が通常就業している場所以外の場所
であっても、労働者が業務を遂行する場所であれば「職場」に含まれます。

勤務時間外の「懇親の場」、社員寮や通勤中などであっても、実質上職務の延長と考えられるもの
は「職場」に該当しますが、その判断に当たっては、職務との関連性、参加者、参加や対応が強制的
か任意かといったことを考慮して個別に行う必要があります。

●「職場」の例
・出張先 ・業務で使用する車中
・取引先との打ち合わせの場所（接待の席も含む） 等

「労働者」とは

正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約社員などいわゆる非正規雇用労働者を含む、
事業主が雇用する全ての労働者をいいます。

また、派遣労働者については、派遣元事業主のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける者（派
遣先事業主）も、自ら雇用する労働者と同様に、措置を講ずる必要があります。



ハラスメントによる主な影響（セクシュアルハラスメント、パワーハラスメ
ント等）
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（注）パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児・介護休業等に関するハラス
メント



ハラスメントによる主な影響（セクシュアルハラスメント、パワーハラスメ
ント等）
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社内における懲戒処分の対象となるほか、民事上の責任として損害賠償の請求や刑事事件となる
可能性も

刑事罰：名誉毀損、侮辱罪、脅迫罪、暴行罪、傷害罪等
→社会的信用、社会的地位を失う。自身の家庭への影響も

①前提：企業は社員の安全や職場環境に配慮する義務を当然に負う（＝必ず負う）

②ハラスメントが発生したということは、義務違反に基づく賠償責任を負う可能性もある

③（直接的な賠償責任とはやや異なるが）労働災害（労災）の可能性もある
→ハラスメントが原因の精神疾患や自殺等について、労災と認定されることも

ポイント
企業は、職場のハラスメントに対し、行為者の責任であるとか、当事者同士の問題で

あるとして責任を逃れることはできない。（直接的な賠償責任 ＋ 提訴や労災認定の
「報道」によるイメージの低下も）

行為者の責任

企業の責任

（注）パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児・介護休業等に関するハラス
メント



ハラスメントによる主な影響（セクシュアルハラスメント、パワーハラスメ
ント等）
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①「ハラスメント＝法的な責任が生じること」
という理解・認識が、まだまだ不十分

②ハラスメントに共通すること：
法的には「相手の人格を傷付けることについて、責任が問わ

れている」
キーワードは「人格」

→会社（仕事）がらみだから相手の人格を傷付けても構わない・・・そんなはずはない！

③相手の立場に想像力を働かせること
「職場の多様性を意識すること」も重要に

→「自分がかつて言われてきたから」「自分は言われても平気」は通用しない！

（注）パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産・育児・介護休業等に関するハラス
メント



〇 職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業・介護休業等に関するハラスメント、
パワーハラスメントハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置が指針において定められており、実際に事
案が発生した場合、事業主は雇用管理上の措置義務に基づき適切に対応しなければならない。

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

③職場におけるハラスメントへの事後の迅速

かつ適切な対応

④併せて講ずべき措置労働者（加害者）

労働者（被害者）

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発：ハラスメントの内容、ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、管理監督者を含む

労働者への周知啓発。行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等に規定し、管理監督者を含む労働者に周知・啓

発。

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備：相談窓口の周知。発生のおそれがある場合やハラスメントに該当

するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応。

③職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応：事実関係を迅速かつ正確に確認。事実関係の確認後は、速やかに被害者に対

する配慮のための措置とともに、行為者に対する措置を適正に行う。再発防止に向けた措置を講ずる。

④併せて講ずべき措置：プライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知。事業主に相談したこと等を理由として、解雇そ

の他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発をする。

事業主が雇用管理上講ずべき措置の主な内容

職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置

（根拠法）

○セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント：男女雇用機会均等法

○育児休業・介護休業等に関するハラスメント：育児・介護休業法 ○パワーハラスメント：労働施策総合推進法

職場におけるセクシュアルハラスメント、パワーハラスメント等について
事業主が雇用管理上講ずべき措置

苦情・相談

事案に応じ適切に対応



１．ハラスメント対策の強化【労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法】

① カスタマーハラスメント（※）を防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、カスタマー
ハラスメントに起因する問題に関する国、事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化する。
※ 職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事業に関係を有する者の言動であって、その雇用する労働者が
従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就業環境を害すること

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すととも
に、求職者等に対するセクシュアルハラスメントに起因する問題に関する国、事業主及び労働者の責務を明確化する。

③ 職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識を醸成するために、啓発活動を行う国の責務を定める。

２．女性活躍の推進【女性活躍推進法】

① 男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の一般事業主及び特定事業主に義務付け
る。

② 女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月31日まで）を令和18年３月31日まで、10年間延長する。
③ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨を、基本原則において明確化す
る。

④ 政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を位置付ける。
⑤ 女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の認定要件に、求職者等に対するセ
クシュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加する。

⑥ 特定事業主行動計画に係る手続の効率化を図る。

３．治療と仕事の両立支援の推進【労働施策総合推進法】

○ 事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を課すとともに、当該措置の適切・有
効な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。 等

改正の概要

施行期日

公布の日から起算して１年６月以内で政令で定める日（令和８年10月１日）
（ただし、１③及び２②から④までは公布日、２①及び⑥並びに３は令和８年４月１日）

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等
の一部を改正する法律の概要（令和７年法律第63号、令和７年６月11日公布）

改正の趣旨

多様な労働者が活躍できる就業環境の整備を図るため、ハラスメント対策の強化、女性活躍推進法の有効期限の延長を含む女性活躍の
推進、治療と仕事の両立支援の推進等の措置を講ずる。



■ 顧客、取引の相手方、施設の利用者
その他の当該事業主の行う事業に関係を有する者

〇 職場におけるカスタマーハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置が指針において定められてお
り、実際に事案が発生した場合、事業主は雇用管理上の措置義務に基づき適切に対応しなければならない。

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

③職場におけるカスタマーハラスメントへの

事後の迅速かつ適切な対応

⑤併せて講ずべき措置

顧客等（加害者）

労働者（被害者）

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発：カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、労働者を保護する旨の方針を明確化し、

労働者に周知・啓発。カスタマーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた対処の内容を、労働者に周知する。

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備：相談窓口の周知。発生のおそれがある場合やカスタマーハラスメ

ントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応。

③職場におけるカスタマーハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応：事実関係を迅速かつ正確に確認。事実関係の確認後は、速やかに

被害者に対する配慮のための措置を適正に行う。再発防止に向けた措置を講ずる。

④対応の実効性を確保するために必要なカスタマーハラスメントの抑止のための措置：特に悪質と考えられるカスタマーハラスメントへの

対処の方針をあらかじめ定め、労働者に周知し、当該対処を行うことができる体制を整備する。

⑤併せて講ずべき措置：プライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知。事業主に相談したこと等を理由として、解雇そ

の他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発をする。

事業主が雇用管理上講ずべき措置の主な内容

職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置

（根拠法）労働施策総合推進法

職場におけるカスタマーハラスメントについて事業主が雇用管理上講ずべき措置

④対応の実効性を確保するために必要なカス

タマーハラスメントの抑止のための措置

※下線部は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のもの

苦情・相談

事案に応じ適切に対応



■ 求職者（企業の求人に応募する者）
■ 求職者以外の者であって、
・ 事業主の実施する労働者の採用に資する活動
に参加する者

・ 教育実習、看護実習その他の実習を受ける者

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発：求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、労働者へ

の周知・啓発。行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を労働者に周知・啓発。求職活動等に関するルール（※）をあらか

じめ明確化し、労働者・求職者等に周知・啓発。

※ 面談時間、場所の指定、実施体制、やり取りに用いるＳＮＳの種類の指定等の面談等を行う際の規則

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備：求職者等に対する相談窓口の周知。発生のおそれがある場合や求

職者等に対するセクシュアルハラスメントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応。

③求職者等に対するセクシュアルハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応：事実関係を迅速かつ正確に確認。事実関係の確認後は、速

やかに被害者に対する配慮のための措置とともに、行為者に対する措置を適正に行う。再発防止に向けた措置を講ずる。

④併せて講ずべき措置：プライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者・求職者等に周知。事業主の事実関係の確認等に協力し

たこと等を理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発をする。

〇 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置が指針において定められてお
り、実際に事案が発生した場合、事業主は雇用管理上の措置義務に基づき適切に対応しなければならない。

➀事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

➁相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

③求職者等に対するセクシュアルハラスメントへ

の事後の迅速かつ適切な対応

④併せて講ずべき措置
労働者（加害者）

求職者等（被害者）

事業主が雇用管理上講ずべき措置の主な内容

職場において事業主が雇用管理上講ずべき措置

求職者等に対するセクシュアルハラスメントについて事業主が雇用管理上講ずべき措置

（根拠法）男女雇用機会均等法 ※下線部は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のもの

苦情・相談

事案に応じ適切に対応
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相談対応 NG！
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ハラスメント対策総合情報サイト「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

R８.３更新
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